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１．目的  

 平成 30 年 7 月豪雨災害では、長期にわたって広島

都市圏に深刻な交通機能障害をもたらした．とりわ

け被害の大きかった広島県呉市では，約 2 ヶ月に及

び深刻な交通渋滞が発生した．本研究では，こうした

災害時の渋滞への対策として，事業所ベースの時差

出勤に着目する． 

災害時には情報不足に加え，交通状況が刻々と変

化するため，企業単位で交通状況を予測し，効果的に

時差出勤を実施するには限界がある可能性が高い．

よって，災害時において交通需要の時間的集中（負の

外部性）を回避する始業時刻選択を企業に促す仕組

みを導入することが望ましい．一方，企業の生産性は

会社外の取引相手との商談や協働によって保たれて

おり，他社と同じ始業時刻を採用し時間的な集積を

高めることが生産性向上の観点から望ましい（正の

外部性）．既往研究においても，２つの外部性を考慮

した研究が行われてきたが（Henderson,1981; 吉村

ら,1999; 佐藤・赤松, 2006; 高山, 2018），災害時にお

ける適切な時差出勤について検討した研究は筆者の

知る限り存在しない． 

災害時における適切な時差出勤を実施するために

は，災害状況下での利用者均衡状態を導出するモデ

ルシステムを構築し，時差出勤関連政策の影響を評

価する必要がある．そこで本研究では，災害時におけ

る時差出勤政策の意思決定支援ツール開発の一環と

して，災害時の企業の始業時刻選択，従業員の出発時

刻選択を扱うモデルシステムの構築を目指す．ここ

で，通常時には従業員の渋滞による旅行時間コスト

は企業の経済的コスト（優秀な人材を雇用し損ねる

など）として内部化されると考えるケースが多いが，

災害時に発生する渋滞は慢性的ではないため，従業

員の旅行時間の増大が，直接企業の経済コストにな

るということは考えにくい．よって，災害時の利用者

均衡状態を導出するためには，企業の始業時刻選択

モデルと従業員の出発時刻選択モデルを別々に構築

し，それらのモデルと渋滞による旅行時間を表現す

るモデルを用いて，渋滞と時間集積性を通じたモデ

ル間の相互作用を考慮する必要が生じる．加えて，災

害時の企業の始業時刻及び従業員の出発時刻の選択

は，復旧活動の妨げなど社会全体への影響を配慮し

た上でなされるものと考えられる．以上の点は，災害

時の時差出勤問題固有の特徴である． 

以上の背景を踏まえ，本研究では災害時における

時差出勤導入に資するモデルシステムを構築する第

一段階として，まず企業の時間集積性を考慮した災

害時の始業時刻選択モデルを構築する．次に始業時

刻を所与とした従業員の災害時の出発時刻選択行動

を把握するための選好意識（SP）調査手法を提案す

る．さらに，様々なシナリオ下での，企業の始業時刻

選択・従業員の出発時刻選択・渋滞パターンの間の相

互作用の結果生じる始業時刻分布及び渋滞分布の均

衡状態を導出し，災害時の渋滞発生状況を評価する．  

 

２．企業の始業時刻選択モデル 

 本研究では，平成 30年 7 月豪雨による交通被害が

深刻であった広島県呉市・東広島市・広島市の企業を

対象に災害時の始業時刻選択に関するアンケート調

査を実施した．アンケートは 350 社に配布し，123 社

から回答を得た．アンケート結果から 7 割近くの企

業が災害時に交通機能不全を経験しており，うち約 2

割の企業が始業時刻変更を促す対策を行ったことが

分かった． 
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表-1 始業時刻選択に関するSP調査の属性と水準 

属性 水準 
出勤時刻のピーク（業種毎） 7 時/8 時/9 時 

始業時刻の分散 
（10%,80%,10%）/
（20%,60%,20%）/
（30%,40%,30%） 

旅行時間ピーク時刻 7 時/8 時/9 時 
平均ピーク旅行時間（分） 60 分/90 分/120 分 

旅行時間のピーク時からの減衰割合 
（ピーク時から 1 時間ずれる毎に提
示された割合分旅行時間を減少） 

10%/20% 

 

図-1 始業時刻選択に関するSP調査票の例 

表-2 パラメータ推定結果 

 推定値 t値 
時間集積性 𝛽1 4.39×10-1 3.527 

平時始業時刻とのずれ 𝛽2 -2.14×10-1 -10.26 
従業員平均旅行時間(分) 𝛽3 -1.28×10-2 -2.014 

定数項（6時） 1.559 2.291 
定数項（7時） 2.350 5.913 
定数項（8時） 1.569 4.170 
定数項（9時） 2.62×10-1 6.95×10-1 

標本数 425 
McFadden’s Rho square 0.435 

 

図-2 出発時刻選択に関するSP調査票の例 

アンケートの中で企業の始業時刻選好を把握する

ための SP 調査を行った．本研究では，企業の始業時

刻選択に関するコストとして時間集積性(他企業の

始業時刻分布とのズレ)・従業員の平均旅行時間を考

え，14 の属性（表-1）を用いて SP 調査票を設計した

（図-1）．SP 調査では，災害時を仮定し，仮想的に他

企業の始業時刻分布と従業員の旅行時間を提示した

上で 5 時以前，6 時，7 時，8 時，9 時，10 時のうち

最も望ましい始業時刻を尋ねた．ここで，各水準はラ

ンダムに抽出し，各企業に異なる仮想状況下におけ

る始業時刻選択を 5 回繰り返し回答してもらった．

また，SP 調査に加えて，図-1 でリストアップした各

業種との業務上の関係性を 10 段階で尋ねている． 

 得られた災害時の始業時刻選択に関するSPデータ

を用いて，災害時の企業の始業時刻選択行動を記述

する以下の多項ロジットモデルを構築した． 

             Pfks=exp(Vfks)/Σsexp(Vfks)          (1) 

          Vfks=β0s+β1ΣfRfkPks+β2|sfB- s|+β3Tfs    (2) 

 ここで，Pfks は業種 f の企業 k が始業時刻 s を選択

する確率，Vfks は始業時刻 s の確定効用を表す．また

ΣfRfkPks は時間集積効果を表し，アンケートより得た

企業 k と業種 f の関係性の程度 Rfkと，SP 調査票に示

した業種 f の企業のうち始業時刻 s を選択する割合

Pks を乗じて，全業種の和をとった変数を用いる．|sfB- 

s|は企業の平時の始業時刻と始業時刻のずれにより

生じるコスト，Tfsは SP 調査票に示した始業時刻 s に

おける企業 k の従業員の旅行時間を表す．β0s は始業

時刻の定数項，β1,β2,β3は各項のパラメータを表す． 

 パラメータ推定結果を表-2 に示す．表-2 から，時

間集積性パラメータは正で有意，旅行時間パラメー

タは負で有意であるため，企業は他企業との始業時

刻のズレと従業員の旅行時間を抑制するように始業

時刻を選択することが分かった．よって，災害時にお

いても平時のような時間集積性が確認されたと言え

る．また，時間集積性のパラメータ β1 が複数均衡が

存在しないことを表す式 (3)の条件式（Brock & 

Durlauf,2003）を満たすことから，時間集積の効果は

複数均衡を生じさせるほどの強度はないことが確認

された．ここで，K はモデルの選択肢数（5 時以前を

除く時間帯）=5 を表す． 

              β1<K/ΣfRfkPks          (3) 

 

３．出発時刻選好を把握する SP調査 

 １で述べたように，災害時の利用者均衡状態を導

出するためには，従業員の出発時刻選択モデルも構

築する必要があると考えられる．本研究では，出発

時刻選択モデルを構築するために，就業者の出発時

刻選好を把握する SP 調査票（図-2）を設計した．完 
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図-3 3つのモデル間に発生する相互作用 

 

図-4 繰り返し計算による総待ち時間の変化 

成した調査票では，災害時を仮定して仮想的な始業

時刻をランダムに提示した上で望ましい出発時刻

を 2 択（選択肢(A),(B)）で尋ねた．各選択肢にはそ

れぞれ旅行時間と始業時刻からの早遅着を 5 パター

ン提示し，災害時の情報不確実性を調査票に反映さ

せた．また，選択肢(A)は始業時刻からの遅着なし，

選択肢(B)は 1,2回遅着する可能性があるように設定

した．SP 調査設計には 8 つの属性（始業時刻・旅行

時間ピーク時刻・ピーク旅行時間・ピーク時刻への

交通集中度合い・各選択肢の到着時刻の分散・各選

択肢の遅着回避度合い）を使用し，今回の設計の大

きな特徴として，通常時の旅行時間の回答値に合わ

せて SP 調査票が生成されるように設計している．

図-2 は回答値が 30 分の場合の調査票の例となる．

SP 調査設計では，通常時の旅行時間の回答値といく

つかの属性を用いて，各回答者の災害状況下での交

通状況を表す平均旅行時間分布と始業時刻を決定

した上で，遅着回避度合いを考慮して調査票に提示

する 5 つの到着時刻を定めるという手順で行った．

本研究で設計した SP 調査票を用いることで，各回

答者に合わせた災害状況下の出発時刻選択場面を

提示することができ，目的に合った精度の高い SPデ

ータを得ることができると考えられる． 

 

４．利用者均衡状態のシミュレーション分析 

本研究では，まず災害時の「社会的に最適な」交通

状態を「渋滞による待ち時間が最小になる状態」と定

義し，渋滞を簡潔に表現する PQ モデルを用いて「社

会的に最適な」時差出勤の形を検証した．行った感度

分析では，ネットワーク形状として単一ボトルネッ

ク の 1OD を仮定し，ボトルネックへの総流入人数は

固定したまま，利用者の流入パターンを変化させて

渋滞による総待ち時間を比較した．分析結果から，利

用者が時差出勤により出発時刻を分散させることで

渋滞は減少することが確認できるとともに，出発時

刻を早い時刻に変更させるより遅い時刻に変更させ

る時差出勤の方が，より渋滞緩和に効果的であると

いう理論的示唆と同様のことが改めて確認された． 

次に，２で構築した始業時刻選択モデル・仮想の出

発時刻選択モデル・PQ モデルを用いて災害状況下に

おける利用者均衡状態のシミュレーション分析を行

った．ここで，従業員の出発時刻選択モデルには，従

業員は経験した旅行時間を考慮して始業時刻ちょう

どに到着するように出発すると仮定した仮想モデル

を適用する．以上の 3 つのモデルを用いた場合，始

業時刻選択モデル・出発時刻選択モデル・旅行時間モ

デル（PQ モデル）の間で発生するすべての相互作用

は図-3 のように表される．実際に本研究では繰り返

し計算を行うことで，図-3 に示された渋滞と時間集

積性によるモデル間の相互作用から導き出される利

用者均衡状態の導出を試みた． 

初期設定として，340 社に勤める計 7000 人の従業

員（業種と平時の始業時刻は企業へのアンケート結

果から設定）が，1OD（広島→呉の通勤者を仮定）か

つ単一ボトルネック（交通容量 1000 台/時）を持つ

仮想的な都市を通勤する場面を想定し，仮想企業の

始業時刻変更と従業員の出発時刻変更が繰り返し行

われた場合を仮定して繰り返し計算を（1〜1000 回）

行ったところ始業時刻分布は１つの解に収束せず，

総待ち時間は振動してしまった（図-4）．よって，本

研究では1000回繰り返し計算を行った場合の始業時

刻分布と交通状況を利用者均衡状態として定め，

様々なシナリオ下における始業時刻分布と総待ち時

間の均衡状態を比較した． 
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表-3 交通容量の減少による利用者均衡状態の変化 

  6時 7時 8時 9時 10時 総待ち時間 

1000台/時 1.098% 12.400% 33.198% 45.142% 8.162% 5963 時間 

800台/時 1.670% 12.227% 33.430% 43.481% 9.190% 13595 時間 

700台/時 1.788% 13.656% 41.128% 36.553% 6.876% 19168 時間 

 

まず，大災害により通勤道路で土砂崩れや洪水が発

生した場合を想定し，交通容量の減少に伴う均衡状

態の変化を比較した．交通容量を 1000 台/時，800 台

/時，700 台/時と変化させ，交通容量以外の設定は初

期設定と同様にして始業時刻分布と総待ち時間の均

衡解（1000 回繰り返し計算結果）を導出した（表-3）．

表-5 の結果から，交通容量が低下すると企業は始業

時刻を分散させるが，分散させる時間帯としては早

い時刻に変更する傾向があるということが分かった．

PQ モデルの感度分析結果から，出発時刻を遅い時刻

に変更させる時差出勤の方がより渋滞緩和に効果的

であることが確認されているため，企業が災害時に

自主的に決定する始業時刻（利用者均衡状態）は，災

害時の渋滞を最小化する「社会的に最適な」始業時刻

とは異なることが分かった．つまり，企業は災害時に

おいて一定程度渋滞を緩和する方向に始業時刻を変

更するものの，時間集積効果の維持や災害前始業時

刻からの変更回避といった理由から，大幅な渋滞緩

和を達成するほどの始業時刻変更は自主的には生じ

ない可能性が示された．このことは，災害時における

大幅な渋滞緩和を達成するためには，企業に始業時

刻を遅らせる必要があることを伝える/そのための

インセンティブを付与するといった政策介入が必要

であることを示唆している． 

 

５．おわりに 

 本研究では，災害時における時差出勤関連政策検

討の支援ツールとして，災害状況下の利用者均衡状

態を導出するモデルシステムを開発することを念頭

に，その第一段階として災害時の企業の始業時刻選

好及び従業員の出発時刻選好を把握するSP調査を設

計し，企業の始業時刻選択モデルを構築した．また，

構築した始業時刻選択モデル・仮想の出発時刻選択

モデル・PQモデルを用いて，渋滞と企業の時間集積性

を通じたモデル間の相互作用から導出される利用者

均衡状態を導出し，交通容量の減少による災害時の

交通状況の変化をシミュレートした． 

本研究の結果，災害時における時間集積性の存在

が確認され，災害状況下において渋滞を最小化する

「社会的に最適な」状態を達成するためには政策介

入が必要であることが示唆された．また，本研究で行

ったように渋滞と時間集積性を通じた相互作用から

決定される始業時刻・出発時刻・渋滞の均衡パターン

をモデル化することで，交通容量の減少以外にも

様々なシナリオ下における利用者均衡状態を導出す

ることができる．災害時における利用者均衡状態の

モデル化は，災害時の時差出勤政策を議論する上で，

「社会的に最適な」始業時刻に変更させるための関

連政策の影響を評価する支援ツールとなるだけでな

く，災害時に想定される状況を提示することで，企業

の始業時刻変更を促進する際の説得材料にもなり得

ると考えられる． 

今後，従業員の出発時刻選択に関しても SP 調査結

果からモデルを構築し，災害時の利用者均衡状態を

導出するモデルシステムを確立する必要がある．検

討すべき課題としては，始業時刻や出発時刻を一定

の仮定のもと連続量に変換するなど，利用者均衡状

態を収束させる方法を検討する必要がある． 
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